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　1994 年から 1995 年にかけて日本で発生したオウム真理教によるサリ
ン事件、2001 年の米国同時多発テロや米国炭疽菌郵送事件を契機とし
て、化学（Chemical）、生物（Biological）、放射性物質（Radiological）
および核（Nuclear）によって生じる脅威が CBRN と呼ばれるようにな
った。CBRN は、従来の核・生物・化学（NBC）兵器による武力攻撃
事態からテロリズム、事故、自然災害に起因するものまで内包した広範
囲な概念である。こうした CBRN 事態対処に関係する国内各部門のガ
バナンスやさまざまな取り組みを総括して、本章ではこれを「CBRN
防衛」と呼ぶこととする。CBRN 防衛は主要国・地域でも伝統的安全
保障領域と非伝統的安全保障領域にまたがる挑戦と位置付けられ、国
内・域内関係機関間の連携を軸に、CBRN 脅威への対処能力の向上が
図られている。
　具体的な CBRN 脅威の動向としては、化学脅威について、昨今化学
兵器が内戦やテロ行為に使用される、あるいは化学兵器を治安維持目的
や政治的安定確保の目的で、国家が自国民に対して用いることへの懸念
が高まっている。生物（バイオ）脅威については、生物兵器の開発が疑
われる国家の存在、地球規模での感染症の流行、生命科学分野の科学技
術発展に伴う知識・技術の誤用や悪用のリスクが問題視されている。放
射性物質および核脅威については、核兵器の盗取・起爆、即席核爆発装
置（簡易核兵器、IND）の使用、原発などの核関連施設に対する妨害・
破壊行為、放射性物質分散装置（RDD）の使用が争点となっている。
　こうしたなか、実際にサリン事件や福島第一原発事故対応などの
CBRN 事態を経験してきた日本でも、国内のさまざまな機関で CBRN
防衛と位置付けられる基盤整備が進められている。防衛省・自衛隊でも
これは同様であり、人的態勢の強化はもとより、CBRN 事態対処のた
めの先進的技術や装備品の充実が図られている。
　他方、新たな安全保障の課題という位置付けのもと、近年 CBRN 防
衛をめぐって各国政府間での連携・協力が進展する兆候が見てとれる。
日本でも米国や欧州連合（EU）、北大西洋条約機構（NATO）などと
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CBRN 脅威をめぐる協力関係の構築が検討されてきた。日本は過去に
CBRN 事態に対処してきた実績があり、今後、2 国間・多国間協力とし
て CBRN 事態対応のベストプラクティスを共有していく際に、こうし
た日本の実績や知見が重要な貢献につながる可能性は高いと考えられる。

1　CBRNを取り巻く今日の状況� ◢
（1）CBRN　―　その概念の形成
　近年、化学、生物（バイオ）、放射性物質および核により生じる脅威
を CBRN と総称するようになっている。こうした脅威が顕在化するこ
とが CBRN 事態であり、その内容には大量破壊兵器（WMD）や NBC
兵器と呼びならわされてきた特殊武器による攻撃から、テロリストなど
の非国家主体による攻撃、さらにはより小規模な犯罪や事故、自然災害
も含まれる。具体的には、化学（C）脅威としては、サリンやマスター
ドガスを兵器化して攻撃の手段とするものから、化学工場やパイプライ
ンの爆発事故などがある。生物（B、バイオ）脅威には、炭疽菌やボツ
リヌス菌などの生物剤を攻撃手段として用いることに加え、新型インフ
ルエンザなどの感染症の世界的流行や、口蹄疫のような家畜類に対する
感染症などの自然発生の事態も含まれる。また、昨今では、生命科学分
野の科学技術発展に伴うバイオ技術や知識が誤用・悪用される可能性に
ついてもバイオ脅威として懸念されるようになってきている。放射性物
質（R）の脅威としては、医療用や工業用として比較的入手が容易な放
射性物質を、爆発装置を取り付けることにより飛散させる RDD（「汚い
爆弾」やダーティ・ボムとも呼ばれる）の使用が懸念されている。R 脅
威に対して、核（N）脅威は、兵器化された核爆発装置（核兵器）によ
る攻撃を顕著な例として想定する。その他、原発などの核関連施設に対
するテロ攻撃もこうした脅威の範疇として議論されることがある。
　このように包括的な概念が使用されるようになった背景には、1990
年代後半以降、国際的なテロ攻撃の過激化が顕著になったことが挙げら
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れる。特に、1994 年および 1995 年に日本で発生したオウム真理教サリ
ン事件は、非国家主体による史上初の化学テロ事例であり、各国に
CBRN テロの存在を認識させるきっかけを与えた。この懸念は、2001
年の米国同時多発テロに際し、WMD 開発が疑われていたイラクのフセ
イン政権が、テロの実行組織であるアルカーイダを支援していると疑わ
れたことにより深刻化する。さらに、同時多発テロに引き続き米国で発
生した炭疽菌郵送事件も、生物（バイオ）テロ行為に対する脅威認識を
高めることとなった。加えて、これまでのテロ組織とは異なり、広範な
領域を支配下に置く「イラク・レバントのイスラム国」（ISIL）などの
ような非国家主体が CBRN 兵器への関心を有していることも疑われ、
国際社会の大きな懸念事項となっている。この結果、これらの兵器を用
いた非対称的な事態も視野に入れ、米国を中心として、CBRN と総称
されるようになっている。
　しかし、CBRN について、国際的に了解された定義や概念が存在す
るわけではなく、各国それぞれに異なる解釈がなされているのが実情だ
といえる。例えば、テロ攻撃の観点からは、自爆テロに用いられる即席
爆発装置（IED）などの爆発物（E）を加えて CBRNE と呼ぶこともあ
る。この背景には、CBRN テロに対する脅威認識が高まっている一方
で、依然として CBRN テロ行為の実行は困難であるとの見方がある。
たとえば化学テロを行う際、大量殺戮をもたらすのに有為な量の化学兵
器を製造するには、相応に大規模な工場設備が必要となる。また、生物

（バイオ）テロの場合には、毒素や細菌の培養自体はさほど難しくない
とされる一方で、運搬や散布のための技術開発は難しいことが指摘され
る。従って、CBRN テロの実行は必ずしも容易ではないと考えられ、
実際に過去発生した事態においては、通常の爆発物が用いられる頻度の
方がはるかに高いのが実情である。このため、欧州連合（EU）の例を
見れば、2009 年に「CBRN 行動計画」を発表したが、その後 2012 年に
爆発物の安全強化のための行動計画を策定し、以降は CBRNE と一括り
に称するようになっている。
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　また、本質的には同じ原料による被害であっても、国家による NBC
攻撃や、テロ攻撃、犯罪行為など、意図的に危害をもたらすことを
CBRN 脅威とし、産業や商業目的で利用される有害物質に起因する非
意図的な事故などを危険物質（HAZMAT）脅威と位置付ける分類法も
ある1）。HAZMAT は、欧米を中心に初動対応に従事する消防関係者間
で広く使用されている。また、CBRN 事態の未然防止という観点から
は、拡散する NBC 兵器の脅威に注目し、「拡散に対する安全保障構想」

（PSI）のような拡散対抗措置も CBRN 防衛に含める考え方もある。
　このように、CBRN は多義的な概念であることから、安全保障分野
に限らずさまざまな専門領域にまたがっており、それぞれの領域の境界
線は必ずしも明瞭なわけではない。さらに CBRN 脅威の範囲は、テロ
行為の様態の変化や、科学技術の著しい発展に伴い、拡大する傾向にあ
るのが実情である（図 8-1 参照）。こうした広範囲に及ぶ CBRN 脅威へ
の対応は、警察や消防、災害時派遣医療チーム（DMAT）といった初
動対応者を主体に、自治体や関係機関間での連携と協調が前提となる一
方で、事態の性質や規模、あるいは烈度の高低によっては、軍（日本の
場合は自衛隊）の対処領域となる可能性もある。
　すなわち、こうした対応は、本質的には治安・防災・公衆衛生（医
療）・安全保障といった各部門にまたがるガバナンスの課題であり、そ
の全体像を捉えるには複眼的な視座が要求される。そして、CBRN 事
態発生時の迅速な封じ込めおよび被害の低減を目的とする適切な結果管
理（consequence management）を行うために、平時から CBRN 事態
への準備態勢を構築することが求められるのである。
　このような未然防止、防護、早期封じ込めから復旧へと至る関係各部
門のガバナンスや、一連のサイクルで平時から有事を通じて行われる取
り組みを総括し、本章では「CBRN 防衛」と呼ぶよう提案したい（図
8-2 参照）。CBRN 防衛の要諦の一つは、政策レベルと現場レベルでの
関係機関間の調整にあると言っても過言ではない。また、CBRN 防衛
には政府一体型での取り組みが不可欠であるのみならず、事態の拡大如
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（出所）　執筆者作成。

図 8-1　拡大するCBRN脅威の包括性と多義性
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図8-2　CBRN事態に着目したCBRN防衛のワークフロー

（出所）　執筆者作成。
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何では被害が越境する恐れもあることから、地球規模での対応を要する
非伝統的安全保障とも位置付けることができる。

（2）主要国・地域におけるCBRN防衛の位置付け
　それでは、主要国・地域はどのように CBRN 防衛を位置付けている
のだろうか。本節では、CBRN 脅威への認識において先駆的な米国に
加えて、地域機構として先進的な CBRN 防衛の取り組みを進めている
EU について、それぞれの政策文書に基づき概括する。
　米国では、同時多発テロ発生の翌 2002 年、本土へのテロ攻撃への備
えとして、国土安全保障関連の 100 以上の政府機関を統括する国土安全
保障省（DHS）を新設するとともに、CBRN テロへの対処を行う緊急
事態準備対応局を設置し、以後、これを州政府などとともに事態対処に
当たる主導的機関の一つと位置付けている2）。なお、CBRN 事態発生時
における国防省（DoD）の役割も、こうした政府機関に対して、その
対応能力維持のための支援を提供することと定められた3）。米国では、
CBRN テロに対する準備態勢の強化への関心が高まっており、2010 年
に発表された「国家安全保障戦略」でも、テロリストへの核兵器および
生物兵器の拡散問題が安全保障上の課題の一つに位置付けられた。ま
た、2011 年 3 月に米国内での CBRN 事態を含む緊急事態の対処のため
に、国家準備態勢に関する大統領政策指令（PPD-8）が発せられ、政
府、民間、非営利セクターおよび個人は互いに責任を共有し、体系的な
準備態勢を整備することで、国家の安全と強靱性に寄与することが要請
されている4）。DHS および連邦緊急事態管理庁（FEMA）は、PPD-8
に基づき 2011 年 9 月に「国家準備態勢目標5）」を作成し、自然災害、
テロ攻撃、感染症の流行に対し、予防、防護、減災、対応能力を高める
ことによって、安全と強靱性を備えた国家を目指すことを示した。ま
た、こうした緊急事態に対しては、社会全体が責任を持つという観点か
ら、「社会全体アプローチ」をとるとしている。
　DoD も、2010 年 2 月に発表した「4 年毎の国防計画見直し 2010」
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（QDR2010）で、米国内で発生する CBRN 事態を含む緊急事態に対し
て、主導機関である国土安全保障省や州知事からの要請に応じて、米国
内の文民機関に対して適切な支援を行えるよう能力強化することを掲げ
た6）。2014 年に発表された QDR2014 においても、CBRN 脅威に対する
社会全体アプローチの一環として支援体制強化を継続すると述べてい
る7）。こうした一連の取り組みを通して、米国は連邦政府、州政府、地
方政府のあらゆるレベルにおける関係諸機関を重層的かつ統合的に関連
付け、国家全体または社会全体での対応能力を高めることを目指してい
る。
　EU においても、2001 年の米国同時多発テロ、2004 年のスペイン・
マドリードでの列車爆弾テロ事件や 2005 年の英国ロンドンでの地下
鉄・バス同時爆弾テロ事件などに加えて、中東地域で拡大する ISIL に
参加した戦闘員が帰国後にテロ活動を行うなどの危険性も指摘され、テ
ロ攻撃への懸念が高まっている。2005 年に「EU 対テロ戦略」が作成さ
れ、それを補完する位置付けで、2009 年 11 月に CBRN 脅威の予防、
CBRN 事態に対する検知、準備と対応の強化を主軸とする「CBRN 行
動計画」が策定された8）。こうした行動計画の実施状況に関する報告に
基づき、2014 年 5 月には CBRN リスクの検知および削減に関する新た
なアプローチが策定され9）、検知能力の向上、研究・試験・評価の効果
的な使用、訓練、周知、能力構築の強化や EU 域外国との連携強化など
を主な改善分野として取り上げた。実際に、EU では域外国との CBRN
事態対処における連携強化が進められている。2006 年以降、欧州委員
会は危機の発生に対して効果的な支援を行い、地球規模または地域を超
える脅威に対する域外第三国への能力構築支援を行うべく、安定化基
金10）を設立していたが、2014 年にはこれをさらに改善した「安定と平
和のための基金11）」を設立し、その枠内で CBRN 事態対処も含めた国
際協力を実施している。
　米国および EU における一連の CBRN に関連する政策は、その種類
が自然発生であるか、事故やテロリストなどによる犯罪、あるいは国家
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による NBC 攻撃事態であるかにかかわらず、いずれの場合であって
も、国民や域内住民の健康、また環境および社会基盤に対する脅威とし
て、CBRN 脅威を国土および地域に対する包括的な安全保障問題とと
らえていることを示している。さらに、CBRN 脅威に対しては、国家
全体または社会全体で対応する能力を高めるだけでなく、国際社会全体
での能力強化を重視している。CBRN 脅威は、国民や国土に対する重
大な懸念事項である一方で、いつ、どこから、何が原因でもたらされる
のかを事前に予測することは難しい。また、例えば原発事故や、感染症
の流行などの被害・影響は規模によっては国境を超える可能性がある。
そのため、米国や EU は、自国内の CBRN 対応能力を強化するだけで
はなく、地球規模で取り組むべき安全保障上の課題として CBRN 防衛
を捉えているとみることができる。

シリアにおける化学兵器と廃棄後の課題�

　化学兵器禁止条約（CWC）により、化学兵器の開発、生産、保有などの禁止が国
際的規範として普遍化しつつある中、2011 年から始まったシリア内戦において化学
兵器が使用された。シリアにおける化学兵器の使用とそれに対する国際社会の対応を
通して、2013 年は、化学兵器が国際安全保障上の課題として改めて認識されるとと
もに、化学兵器禁止機関（OPCW）がノーベル平和賞を受賞したことにより、化学
兵器の問題が注目された。
　2013 年 8 月 18 日に、化学兵器の使用疑惑を調査するためにシリアに派遣された国
連調査団は、調査開始直後の 8 月 21 日、ダマスカス近郊のゴータをはじめとする数
十カ所で、新たな化学兵器使用疑惑が発生したことを受け、急きょ調査対象をゴータ
に変更し、その報告において化学兵器が使用されたと断定した。なお、国連調査団は
その調査マンデートに化学兵器を誰が使用したのか検証することは含まれていないと
して明言していないが、米国政府は、国連調査団の報告に先立ち、シリアの化学兵器
使用疑惑に関する評価を行い、これがアサド政権による使用であると結論付け
た12）。そのうえで、バラク・オバマ大統領は、一時はシリアに対して軍事攻撃を辞
さない態度も示唆したが13）、結果的に表 8-1 に示す経緯を経て、シリアの化学兵器
は OPCW の監視下で廃棄されることとなった。
　CWC に基づけば、締約国内の化学兵器の廃棄は締約国に一義的な責任があるが、

解説
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シリアが依然として内戦中であったことから、安全かつ最短での廃棄を確実にするた
めに、ほぼすべての化学物質について、シリアの領域外に持ち出して廃棄されること
となった。CWC は、化学兵器を他国へ移譲することを禁止しているため、いずれの
国家にも属さない国際海域において、毒性化学物質を中和する野戦展開加水分解シス
テムを搭載した米海軍補助艦上にて、特に有毒な 600 t の化学物質について廃棄が行
われた。それにより、2014 年 6 月末の廃棄期限には間に合わなかったものの、2014
年 8 月 19 日、アフメット・ウズムジュ OPCW 事務局長により、米艦上における化
学兵器廃棄は完了したことが発表された14）。
　洋上での廃棄完了により、シリアの主要な化学兵器は廃棄された一方で、化学兵器
の問題が完全に解決したわけではない。第 1 に、シリアによる化学兵器の申告の真偽
問題がある。シリアの化学兵器は、CWC に依拠し、シリア政府による申告に基づき

表8-1　シリアの化学兵器破棄タイムライン

（出所）　執筆者作成。

2013. 8. 18　国連調査団派遣

2013. 8. 27　米国が軍事行動を示唆

2013. 8. 30　米国によるシリア化学兵器調査報告書（アサド政権が使用したと断定）

2013. 9. 14　米露がシリアの化学兵器国際管理に合意

2013. 9. 14　シリアが化学兵器禁止条約を批准（2013. 10. 14 発効）

2013. 8. 21　ダマスカス近郊のゴータ他にて化学兵器の使用疑惑発生
　　　　　　（反政府側はアサド政権が使用したとの疑いを表明、1,300人死亡報道）

2013. 9. 16　国連調査団報告書（化学兵器の使用を断定、使用者は特定せず）

2013. 11. 15　OPCW執行理事会　洋上廃棄を決定

2013. 12. 31　国外搬出期限　⇒履行できず

2014. 6. 23　国外搬出完了

2014. 7. 2　米艦船ケープ・レイへ積み替え

2014. 8. 17　ケープ・レイでの廃棄完了

2013. 9. 27　OPCW執行理事会　シリアの化学兵器廃棄に合意
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り、保有していた化学兵器を申告するとともに廃棄を開始したのであるが、カダフィ
政権崩壊後の 2011 年および 2012 年に、2004 年当時には申告されていなかった化学
兵器が、新政府により改めて申告されたのである。
　第 2 に、化学物質のデュアル・ユースの問題がある。2014 年 9 月に OPCW 事実調
査団が作成した報告では、シリア北西部において、塩素ガス爆弾が組織的かつ断続的
に使用されたことが確認された16）。CWC は、毒性化学物質を兵器として用いること
を全面的に禁止していることから、塩素ガスを兵器として用いることは条約違反であ
る。この報告に対して、ケリー米国務長官は、一連の攻撃はアサド政権側によるもの
との判断のもと、CWC 違反に対してアサド政権は相応の責任を問われるべきである
との見解を示している17）。
　第 3 に、シリアが OPCW に対して申告した化学兵器製造施設のうち、12 施設はそ
のまま残されている18）。シリア内戦が激化する中で、過激派武装組織が化学兵器を
入手する危険性が残されている。2014 年に入りイラクやシリアで勢力を拡大してい
る ISIL が、化学兵器の取得に関心を有しているとの報道もあり19）、サマンサ・パワ
ー米国連代表も、化学兵器が武装組織の手に渡ることに懸念を示している20）。

2　CBRNの構成要素をめぐる論点� ◢
（1）化学（C）脅威をめぐる論点
　化学脅威をめぐる論点として注目すべきは、化学兵器が内戦やテロ行
為において用いられる懸念や、化学兵器を治安維持目的や政治的安定確
保の目的で、国家が自国民に対して用いる懸念が高まっていることが挙
げられる。1995 年に日本で発生したオウム真理教による地下鉄サリン

廃棄されるため、シリアが意図的
に隠匿するか、申告漏れがあった
場合には廃棄されないこととな
る。洋上廃棄完了に際し、ジョ
ン・ケリー米国務長官はシリア政
府による化学兵器の申告に齟齬が
ある可能性を示唆している15）。実
際に、こうした事例はリビアにお
いても発生している。リビアは、
2004 年 に CWC の 加 盟 国 と な
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事件から 20 年が経過するが、近年、特に米国においてオウム真理教に
よる地下鉄サリン事件の真相を、改めて解明する動きが活発化してい
る。2012 年 12 月および 2014 年 1 月に、新アメリカ安全保障センター

（CNAS）および米国の生物・化学兵器専門家によるサリン事件に関す
る新たな分析が刊行された。近年のこうした動きの背景には、組織的な
テロ集団などにより化学兵器が開発される可能性が、依然として大きな
脅威と認識されていることが考えられる。
　2001 年の米国同時多発テロ以降、欧米諸国は、アルカーイダなどの
超国家的なテロ組織が化学兵器を入手することへの懸念を高めてきた。
ビン・ラーディンを中核とするアルカーイダは、NBC 兵器の入手にも
関心を示していたとされており、2003 年 5 月に発表された米国中央情
報局（CIA）の報告によれば、当時アルカーイダはマスタード剤、サリ
ン、VX の製造の初期段階にあったことが示されている21）。また、アル
カーイダの周辺的組織のうち、「イラクのイスラム国」（ISI）と称する
グループは、2007 年にイラク国内の住民に対して、数回にわたり塩素
ガスを用いたとして、米国およびイラク政府から非難されている22）。
2013 年以降、イラクおよびシリアにおいてテロ行為を過激化してい
る、ISIL は、ISI が拡大発展したグループであり、この ISIL も化学兵
器の入手に関心を示していると報道されている23）。
　こうしたテロ組織に対して化学兵器の拡散を防止するためには、化学
兵器の開発および保有が疑われる国家に対して、その保有を断念させ、
厳重な国際管理の下で廃棄させる必要がある。1997 年に CWC が発効
して以降、米、露、印、アルバニア、韓国、リビア、イラクおよびシリ
アが、OPCW に対して化学兵器の保有を申告し、その監視の下で廃棄
を完了または継続中である。日本周辺においては、北朝鮮が CWC に加
盟しておらず、2012 年の韓国国防白書によれば、北朝鮮は、1980 年代
に化学兵器の製造を開始し、国内の複数の施設に、約 2,500～5,000 t の
化学兵器を保有していると推定されている24）。
　欧米諸国が化学兵器を用いた CBRN テロへの懸念を高めるのに対し
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て、日本においては、化学兵器に対する脅威はさほど高まっていない印
象がある。その背景の一つには、日本では、オウム真理教のサリン事件
の経験や、その後の国内関係各機関での対応能力の強化があり、いわゆ
る化学防護体制が比較的整っていることが考えられる。特に、陸上自衛
隊の化学科部隊を中心として、化学防護、化学剤の検知、傷病者の搬
送、除染、医療活動の能力を高めてきている。さらに、自衛隊の出動に
至らない事態であっても、必要に応じた化学防護衣の貸与や、化学科部
隊の連絡要員の派遣などを含めた、関係機関との連携機能も強化されて
いる。

（2）生物（B、バイオ）脅威をめぐる論点
　生物（バイオ）脅威をめぐる論点は大きく分類して 3 つ指摘できる。
第 1 に、生物兵器の開発が疑われる国家の存在、第 2 に、地球規模での
感染症の流行、それに加えて第 3 に、昨今、生命科学分野の科学技術発
展に伴う知識・技術の誤用や、悪用の懸念が増加していることが挙げら
れる。
　第 1 について、北朝鮮による生物兵器の開発疑惑は長らく懸念されて
いるが、これは依然として払拭されていない。2012 年の韓国国防白書
は、北朝鮮は炭疽菌、天然痘、ペスト菌など、さまざまな種類の生物兵
器を自国内で培養して生産できる能力も保有しているとみられると指摘
している25）。また、2013 年には米国ランド研究所のブルース・ベネッ
ト上席国防分析員も上院軍事委員会での証言において、北朝鮮の生物

（バイオ）兵器の脅威に対して準備態勢を構築する必要があることを述
べた26）。こうした脅威認識に対して、米国および韓国は、2011 年以
降、米韓合同の生物戦防衛演習「エイブル・レスポンス」を毎年実施し
ている27）。その特徴は、米韓双方の国防省のみならず、双方とも保健省
および疾病対策センターのほか、米国からは連邦捜査局、DHS、
FEMA などの関係者が幅広く参加していることであり28）、米韓両国
で、生物（バイオ）脅威を深刻に捉えていることを示している。
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　米韓がこのように生物（バイオ）兵器への準備態勢を高めている背景
には、北朝鮮による意図的な生物（バイオ）兵器攻撃の懸念に加えて、
第 2 の論点である感染症対策の能力向上があると考えられる。北朝鮮に
よる開発の疑いのある病原菌や、致死性が高い自然発生的病原菌が、韓
国側に意図せずして漏出する可能性も考えられることから、その発生の
検知および封じ込めを迅速に行う備えが求められる。朝鮮半島に限ら
ず、米国は、こうした致死性の高い感染症の流行が及ぼす影響に対して
も、安全保障上の課題として関心を高めている。感染症の流行は、人、
動物、植物に対する直接的な被害に加え、社会および経済に及ぼす影響
が極めて高い。2001 年の炭疽菌郵送事件は、米国同時多発テロの直後
に発生したことから、テロとの関連付けで米国全土をパニックに陥れ、
議員会館や郵便公社の除染に約 3 億ドルの費用がかかったとされる。
　生物（バイオ）脅威は、いったん事態が発生するとその被害が甚大で
あることから、米国は、生物（バイオ）脅威への対応能力の向上に力を
入れている。2009 年 11 月には、国家安全保障会議として初めて「生物

（バイオ）脅威に対抗するための国家戦略」29）を発表した。同国家戦略で
は、米国内および国外のあらゆる関連組織や関係者が協力することを通
して予防能力を高める必要性を認識し、生物（バイオ）脅威が地球規模
で取り組むべき安全保障課題であることを示した。これに続く 2014 年
2 月には、米国は、世界健康安全保障アジェンダ（GHSA）を立ち上
げ、公衆衛生分野と安全保障分野におけるバイオ脅威への取り組みを強
化しており、国防省は、米国内外における防護、脅威削減、バイオディ
フェンスへの取り組みにおいて GHSA を支援している30）。2014 年、西
アフリカで猛威を振るったエボラ出血熱に対しても、同年 9 月オバマ大
統領は「国家安全保障上の優先事項」と述べ、エボラ治療施設を提供す
ることを発表し31）、米軍の派遣を決定した。日本も、2014 年 10 月、ド
イツに置かれた米軍のアフリカ軍司令部へ連絡要員を派遣したほか32）、
自衛隊機での西アフリカへの個人防護具の輸送を行った。
　第 3 として、昨今懸念が高まっている生物（バイオ）脅威の一つに、
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生命科学分野の科学技術の発展に伴うデュアル・ユース問題がある。特
に近年、合成生物学などの急速な発展によって、理論的には現存してい
なくても、遺伝子情報のみでいかなるウィルスも再生産できるようにな
った。こうした知識や技術が、誤用または生物（バイオ）兵器として悪
用されることを懸念して、米国は上述の国家戦略において、生命科学技
術や知識をめぐる規範の形成およびその強化に加えて、生命科学の悪用
をたくらむ者に対して、抑止効果を持つ活動を制度化すべきだと指摘し
ている33）。
　日本においては、2001 年に防衛庁（当時）が、生物（バイオ）兵器
への対処に関する懇談会による報告書を公開した34）。報告書では、生物

（バイオ）脅威には、テロおよび遺伝子工学などを利用した科学技術発
展によりもたらされる脅威が含まれるとの認識を示すとともに、こうし
た脅威に対して、防衛庁・自衛隊における対処能力の獲得だけでなく、
感染症対策の充実を含め、政府全体で取り組む必要があることを示して
いる。また、2008 年 3 月には、生物（バイオ）兵器による被害を局限
するため、防衛大臣直轄の部隊として、陸上自衛隊に対特殊武器衛生隊
が新設された。この他、科学技術の悪用を防止することを目的として、
防衛医科大学校は、英国ブラッドフォード大学と共同で、科学者に対す
る教育モジュールを開発した。また、2008 年からは、防衛大学校の授
業にバイオセキュリティに関する教育プログラムを導入した。

（3）核（N）および放射性物質（R）の脅威をめぐる論点
　核および放射性物質の脅威について、2009 年のオバマ大統領のプラ
ハ演説35）や、2010 年の核態勢見直し報告書36）によれば、核テロこそが最
も緊急性が高い、国家安全保障上の脅威だとの認識が示されている37）。
今日、核テロは大きく分類すれば、① 核兵器が盗取・起爆されるケー
ス、② 盗取された核兵器などを用いるか、あるいは核分裂性物質を用
いて臨界に達するよう設計された IND が作成・使用されるケース、③
原発等の核関連施設に対する妨害・破壊行為、そして ④ 核分裂性物質
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が臨界には達せず、爆薬を使用して放射性物質を飛散させ、意図的に汚
染を引き起こすことを目的とした RDD が用いられるケース、の 4 つに
分類・想定される38）。
　これらについて、破壊力や殺傷力といった側面から見れば、例えば核
兵器や IND が使用される場合と、原発や核関連施設に対してテロ攻撃
が行われる、もしくは RDD がテロリストによって都市部で使用される
場合とでは、それぞれ安全保障上のインパクトや被害の烈度に差が生じ
ることは容易に想像できる。なかでも、その事態発生の蓋然性はともか
くとして、破壊力の観点からすれば最も深刻なものは核兵器や IND で
ある。
　日本が置かれた北東アジア地域の安全保障環境に照らせば、北朝鮮の
核問題をはじめ、ロシアや中国といった周辺の核兵器国でも核戦力の近
代化が進むなか、伝統的安全保障の領域に属する核兵器の拡散も、依然
無視しえない CBRN 脅威だといえるのではないだろうか。こうした脅
威に対しては、核軍縮・核不拡散に基づく国際規範の強化や、輸出管理
といった多国間での取り組みに加えて、信頼醸成措置の構築とともに、
やはり信頼性のある抑止力の維持が不可欠である。その上で、万一の場
合の被害の最小限化に資する措置として、CBRN 防衛が果たす役割に
は大きな期待が寄せられるところである。
　一方、福島第一原子力発電所事故以降、原発・核関連施設に対する全
電源喪失事態がテロ攻撃への新たな脆弱性を示したとして、国際的にも
クローズアップされるようになった39）。さらに、イスラエルによるイラ
クやシリアの核関連施設への爆撃に見て取れるように、地域の安全保障
環境や、あるいは核拡散の深刻度によっては、原発や核関連施設に対す
る武力攻撃事態も脅威として認識する必要があることを指摘せねばなら
ない。無論、核兵器や IND の場合と比較すれば、こうした攻撃によっ
て直接生じる死傷者数や物理的な被害規模は、想定上は小さく見積もら
れる一方で、経済・社会的な損失や、心理的な影響、さらに中長期的な
被曝脅威などを総合的に考慮すると、原発テロや原発への武力攻撃事態
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も重大な CBRN 脅威である。そして、核物質防護や核セキュリティ
は、こうした脅威を低減するために不可欠な措置である。特に 2010 年
以来、2 年毎に開催されている核セキュリティ・サミットは、国際社会
における核テロ対策の水準向上に大きく寄与している。2014 年 3 月に
オランダ・ハーグで開催された核セキュリティ・サミットは、内部脅威
への対応や輸送の安全など、包括的かつ先進的な取り組みを内外にアピ
ールし、海外の研究機関等で高く評価されている40）。こうした取り組み
に目に見えるゴールはないが、国家の責任を基本としつつ、グローバル
な核セキュリティ向上のために継続的な努力を行うことが改めて重要だ
と言えよう。
　放射性物質の脅威については、従来からコバルト 60、ストロンチウ
ム 90、セシウム 137、イリジウム 192、ポロニウム 210、アメリシウム
241 およびカリフォルニウム 252 など、医療用や工業用として比較的入
手が容易な放射性物質に爆発装置を取り付けてテロに使用する RDD の
脅威41）が指摘されてきた。しかし、こうした放射性物質による CBRN
事態は、1995 年にチェチェン人がモスクワ市内の公園にセシウム 137
を設置した事件や、2006 年にロンドンで発生したポロニウム 210 によ
るロシア元諜報員アレクサンドル・リトビネンコ殺害事件などに限定さ
れ、これまでのところ爆発を伴うような RDD 攻撃の発生は確認されて
いない。
　RDD 攻撃にせよ放射性物質を用いたテロにせよ、死傷者数の点では
他の核テロのケースと比べて、その烈度は大きく下がる。しかし、福島
第一原子力発電所事故を振り返れば、放射性物質の環境中への拡散・汚
染が社会に及ぼす心理的なインパクトは無視しえないものがある。
RDD が使用される事態の予防・阻止の重要性は論をまたないが、万一
そうした事態が発生してしまった場合に、どのようにして正確な情報を
関係各機関間で共有し、相互の意思疎通を図るかという、いわゆるリス
クコミュニケーションの問題として、核や放射性物質の脅威に限らず、
各部門における平時からの態勢の在り方が問われることになろう。
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　なお、防衛省・自衛隊は、核および放射性物質の脅威への対処とし
て、適切な被曝管理の必要性から、防護マスクや防護衣の着用による内
部被曝の防止に努めるとともに、一定程度放射線の遮蔽能力を持った化
学防護車を保有する化学科部隊の活動を念頭に、自衛隊が関係各機関と
連携しつつ、汚染状況の測定や傷病者の搬送などを行うとしている42）。

3　日本のCBRN防衛の取り組みと今後の展望� ◢
（1）CBRN防衛に関連する国内基盤整備の状況
　国内でも複数の部門にまたがった CBRN 防衛の全体像をとらえるた
めに、複眼的な視座が求められることは冒頭で述べたとおりである。こ
の中で、特に治安、防災そして防衛・安全保障の視座は、CBRN 防衛
の根幹を成すものと言っても過言ではない。
　CBRN 防衛にかかる制度文化は国ごとに異なるため、一概には言え
ないものの、一般的に治安部門の視座からは、日頃より犯罪の芽を未然
に摘み取り（未然防止）、大規模イベントや犯罪予告などが生じた場合
は CBRN テロの発生に備え、万一事態が発生すれば、これに警察力を
もって対処し、犯人を追跡・逮捕するという一連のサイクルが CBRN
事態への大まかな対応となる。防災部門の視座では、災害の予防、災害
発生に備えた準備（未然防止）、そして災害発生時には自治体や消防、
医療機関などを基軸にした災害対応（防護・早期封じ込め）に加えて、
災害で受けた被害からの回復（復興・復旧）へと至るサイクルが重要と
なる。一方、防衛・安全保障の視座からすれば、平時から CBRN 脅威
の存在を同定・監視し、信頼性ある抑止力を構築維持することで事態発
生を予防・準備する（未然防止）。万一、CBRN 事態が発生した際、そ
れが防衛にかかる脅威か、あるいは警察力での対処を超えるものであっ
た場合に軍（日本の場合は自衛隊）が対応することになる。このよう
に、CBRN 防衛をそれぞれ国内の関連部門のガバナンスとして整理す
ると、おおむね、CBRN 準備態勢を構成する要素として述べたとおり
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に、未然防止・防護（防衛）／早期封じ込め・復興／復旧のサイクルと
なる。
　さて、今日の日本における CBRN 防衛の国内基盤には、その中心に
危機管理全般にかかる災害対策基本法（1961 年）と原子力災害対策特
別措置法（1999 年）、そして国民保護法（武力攻撃事態等における国民
の保護のための措置に関する法律、2004 年）の 3 つがあると整理でき
る。
　その上で、具体的な CBRN 事態として、1994 年から 1995 年にかけ
てのオウム真理教のサリン事件を端緒とし、2001 年の米国同時多発テ

表8-2　CBRN防衛関連の主な国内基盤の整備
1995年～1999年 2000年～2004年 2005年～2009年 2010年～

「化学兵器の禁止及び
特定物質の規制等に
関する法律」（1995年）

「NBCテロその他大
量殺傷型テロへの対
処について」（2001年）

「国民の保護に関する
基本指針」（2005年）

「鳥インフルエンザに
関する政府の対応に
ついて」（2010年）

「サリン等による人身
被害の防止に関する
法律」（1995年）

「生物化学テロ対処政
府基本方針」（2001年）

「犯罪に強い社会の実
現のための行動計画
2008」（2008年）

「原子力発電所等に対
するテロの未然防止
対策の強化について」
（2011年）

「平成 8年度以降に係
わる防衛計画の大綱」
（1995年）

「NBCテロ対処現地
関係機関連携モデル」
（2001年）

「防災基本計画」（2012
年）

内閣危機管理監設置
（1998年）

「感染症法」改正（2003
年）

「国土強靱化基本法」
（2013年）

「重大テロ事件等発生
時の政府の初動措置
について」（1998年）

「緊急事態に対する政
府の初動対処体制実
施細目」（2003年）

「国土強靱化基本計
画」（2014年）

「内閣官房初動対処マ
ニュアル」（1998年）

「天然痘対策指針（第5
版）」（2004年）

「大量殺傷型テロ事件
発生時において行う
べき措置について」
（1999年）

「事態対処法」（2003
年）

「中期防衛力整備計
画」（1999年）

「テロの未然防止に関
する行動計画」（2004
年）

「原子力災害対策特別
措置法」（1999年）

「国民保護法」（2004
年）

（出所）　執筆者作成。
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ロおよび炭疽菌郵送事件を経て、こうした CBRN 防衛の関連基盤整備
に一層拍車がかかったといってよい。さらに、2004 年の国民保護法
は、武力攻撃事態と緊急対処事態を明示し、また地方自治体の責任を定
めたことによって、今日の日本における CBRN 防衛に重要な転機をも
たらしたといえよう。今後は政府機関、地方自治体、企業、あるいはボ
ランティアなどの連携や協調のもとに、国民保護計画が実際に有効に機
能するよう整備が進むと考えられ、これは日本としての CBRN 防衛の
基盤強化の観点からも大いに期待される。実際に、毎年、地方自治体や
内閣官房の主催による国民保護訓練が各地で開催されており、さまざま
なシナリオを想定し、実地および机上で、関係機関間での初動対応の確
認と連携の強化が図られている。こうしたなか、自治体レベルでも実際
の事態発生に備え、被害情報の収集や災害対応状況を把握する動きが加
速する一方で、それらを様式として標準化しているケースはいまだ少な
いとの指摘もある43）。こうした中、事態発生時に備えて、一元的な危機
管理システムの一つとして、米国で発展したインシデント・コマンド・
システムを日本の制度に見合う形で導入する是非をめぐり、関係省庁や
専門家の間でさまざまな検討が行われている。
　防衛省でも防衛省国民保護計画を整備している。同計画では、NBC
攻撃や武力攻撃原子力災害などの武力攻撃災害への対処、緊急対処事態
への対応など、さまざまな文脈で、石油コンビナートや原子力事業所の
破壊、生物剤の大量散布などの事例を挙げ、行動計画を明らかにしてい
る44）。また、実際に自衛隊法に基づく災害派遣、原子力災害派遣45）とし
て、これまでに自衛隊は数多くの CBRN 事態を経験し、その事態対処
のための知見を蓄積している。
　近年の CBRN 事態対処の取り組みに目を向ければ、災害派遣として
展開した 1999 年 9 月の茨城県東海村 JCO 臨界事故対応、2004 年の鳥
インフルエンザ防疫および 2010 年の口蹄疫流行時の防疫から、2008 年
7 月の北海道洞爺湖サミットや 2010 年 11 月のアジア太平洋経済協力

（APEC）首脳会議といった政府の重要イベントにおける対応など、自
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衛隊は幅広く活動を行っている。すでに発生から 20 年を経過したオウ
ム真理教のサリン事件以来、福島第一原子力発電所事故対応に至るま
で、防衛省・自衛隊は世界的にも貴重な CBRN 防衛の経験と教訓を有
しているといってよい。
　体制面でも自衛隊の CBRN 事態対処能力は確実に増強されている。
具体例を挙げるならば、全国の陸上自衛隊駐屯地で特殊武器防護隊／化
学防護隊の配置と強化が進められている。配置場所は、北部方面隊管内

（旭川第 2、帯広第 5、東千歳第 7、真駒内第 11）、東北方面隊管内（青
森第 9、神町第 6）、東部方面隊管内（相馬原第 12、大宮化学学校、中
央特殊武器防護隊、練馬第 1）、中部方面隊管内（守山第 10、千僧第
3、海田市第 13、善通寺第 14）、西部方面隊管内（福岡第 4、北熊本第
8、那覇第 15）であり、全国に 17、隊員数にして約 950 人46）にのぼる。
多くは、原子力発電所や大規模化学関連産業施設など、重要施設近郊に
位置している。これらの部隊は、対特殊武器衛生隊や不発弾処理隊とと
もに CBRN 事態対処に当たる47）こととなっている。
　実際に、防衛出動や治安出動として自衛隊が CBRN 事態対処に当た
る場合、あるいは災害派遣や、国民保護として HAZMAT 被害の拡大
防止に対処する場合には、こうした陸上自衛隊の化学科部隊や各自衛隊
の衛生部隊が中心となり、関係各機関をさまざまな形で支援することに
なる。また、中央即応集団隷下の中央特殊武器防護隊も、日本全国で
CBRN 事態対処・支援に当たることが想定される。海上自衛隊や航空
自衛隊も艦船や基地で防護機材整備を行うなどの対策を講じている48）。
　装備・技術面でも、防衛省技術研究本部や陸上自衛隊によって、隊員
防護、検知技術に関わる装備品の開発・調達が進められている。CBRN
対応遠隔操縦作業車両システムや CBRN 脅威評価システムの研究とい
ったように、従来からある NBC ではなく、CBRN を名称に冠した技術
研究も見られるのが近年の特徴だといえる。その他、放射性物質、生物
剤および有毒化学剤に汚染された人員、装備品、地域などの除染に用い
る新除染セットなど、CBRN 防衛に直結する装備品開発も活発に行わ
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れら各種の装備品開発・調達は、2011 年の東日本大震災と福島第一原
子力発電所事故の教訓50）も踏まえ、現場のニーズもくみ取ったものだと
いえる。また、これらの装備品は海外の防衛産業などが開発する CBRN
関連の防衛装備品と比べても、高い技術的水準が目指されていることは
評価できよう。その一方で、各部隊での CBRN 関連の装備品の充足度
という面では、今なお課題も残されている。

（2）2国間・多国間でのCBRN防衛をめぐる協力と連携
　近年、新たな安全保障課題という位置付けのもと、CBRN 防衛をめ
ぐって各国政府間での連携・協力が進展する兆候が見てとれる。これは
日本においても例外ではない。例えば米国との間では、2005 年の日米
安全保障協議委員会（「2＋2」）文書および 2006 年の「2＋2」共同文書
を踏まえて設置された CBRN 防護ワーキンググループ（CDWG）で、
CBRN 兵器の除染、廃棄、防護、被害対処および関連する問題につい
て、政策・運用・研究・開発といったさまざまな角度から検討が行われ
た51）。この CDWG について、2007 年の「2＋2」共同宣言では、「大量
破壊兵器による攻撃を受けた場合に運用能力の持続を確保するべく、
CBRN 兵器に対する自衛隊および米軍部隊の即応態勢および相互運用
性を改善することに関し着実な進展を図る」52）とうたわれていた。これ
はすなわち、2001 年の米国同時多発テロから、2006 年 10 月の北朝鮮に
よる核実験に至る国際安全保障環境の変化のなかで、冷戦期以来の

れている。また、いわゆる NBC 兵
器の検知・同定能力の向上、さらに
は弾道ミサイル着弾後の NBC 対処

（CBRN 事態対処）を視野に入れた
装備品として、化学剤監視装置、生
物剤対処用衛生ユニットや、生物剤
警報機、NBC 偵察車、生物偵察車
などが調達・導入されている49）。こ

CBRN対応遠隔操縦車両システム
（写真：防衛省）
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NBC 兵器による国家対国家での武力攻撃事態に加えて、新たな安全保
障課題である CBRN テロも念頭に、自衛隊と米軍との対処能力の向上
が強く意図されたととらえることができる。他方、2011 年の東日本大
震災発生に際してトモダチ作戦が発動された後の、2011 年 6 月の「2＋
2」文書「東日本大震災への対応における協力」では、「福島第一原子力
発電所事故への 2 国間の対応は、情報共有、防護、除染および被害局限
といった分野における政策協調および協力のための場としての化学・生
物・放射性物質・核（CBRN）防護作業部会の強化が重要であることを
示した」53）と述べている。このように、東日本大震災以降は CDWG に期
待される役割について、事故や災害に伴う大規模な HAZMAT の流出
のような CBRN 事態対応にも目配りしたあらゆる緊急事態への対応を
念頭に置く態勢（オールハザード型）へとシフトすることがより鮮明に
なったととらえることもできる。2013 年 7 月の沖縄・キャンプコート
ニーでの陸上自衛隊と米海兵隊 CBRN 部隊による共同演習54）のよう
に、CBRN を軸にした新たな日米の連携は現場レベルでも進められて
おり、こうした事例は CDWG での政策調整の成果の一端として評価で
きよう。
　米国以外のケースに目を向ければ、2013 年 6 月に日英間で化学防護
衣の性能評価方法に関する共同研究について合意55）された。かかる日英
合意は、防衛装備品の 2 国間共同開発の一環として広く注目を集めた
が、CBRN 防衛の視点からすれば、隊員防護に関する技術協力として
位置付けることもできる。
　一方、地域機構との協力として
は、2011 年 5 月に日・EU 間で第三
国での CBRN 事態緩和を目指す協
力に合意が成立し、特に原子力・放
射線分野での事故対処能力の向上を
主眼とする情報交換が開始56）され
た。2013 年 11 月の日・EU 定期首

技術研究本部における化学防護衣の性能評価
（写真：防衛省）
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脳協議では、CBRN テロによる危険の軽減に関する協力進展を歓迎す
る57）旨の声明が発出されている。同様の地域機構との協力としては、
日・NATO 間での取り組みが挙げられる。2013 年 4 月の日・NATO 共
同政治宣言では、対話と協力が可能な分野として CBRN 防衛の周辺領
域とも言える「災害救援、テロ対策、（中略）大量破壊兵器とその運搬
手段の不拡散」58）に言及した。その後、2013 年 6 月に東京で開催された
日・NATO シンポジウムでは、CBRN が日・NATO 協力案件の一つと
して議論されている59）。EU にしても NATO にしても、CBRN 防衛を
めぐる協力はまさに議論が端緒についたばかりではあるが、いずれも基
本的にはオールハザード型の態勢のもとに、相互の CBRN 防衛のアプ
ローチに対してまずは理解を深める試みが進められているといえよう。
　一方、日本、メキシコ、米国、英国、カナダ、フランス、ドイツ、
イタリアおよび欧州委員会によって構成され、公衆衛生上の対応強化を
目指す多国間協力枠組みである世界健康安全保障イニシアティブ

（GHSI）60）の取り組みは、CBRN 防衛にかかる地域をまたいだ多国間協
力のケースとして注目される。GHSI は 2001 年の発足以来、CBRN 防
衛にも関連する各国専門家のネットワーク構築の場としても機能してい
る。2012 年からは CBRN 脅威とその継続的評価も協議課題と位置付け
る61）など、その活動は公衆衛生・バイオ脅威のみにとどまらず、今後さ
らに活動範囲が拡大する可能性も想定される。
　以上のような日本が関わる 2 国間・多国間協力の事例を通じてあらた
めて浮かび上がるのは、CBRN 防衛そのものが内包する包括性と多義
性である。CBRN 防衛は脅威の対象が NBC 兵器による武力攻撃事態か
ら、テロ、疾病あるいは自然災害、事故と多岐にわたる。そのため、脅
威の範囲は伝統的安全保障課題と非伝統的安全保障課題とにまたがるこ
とになり、その 2 国間・多国間協力にも相応の幅をもたらす。見方を変
えれば、CBRN 防衛は WMD 不拡散、防災、公衆衛生、テロ対策とい
った、防衛・安全保障の伝統的な枠組みの外に従来から存在していたさ
まざまな専門領域とも必要に応じて連携できる強みもある。このように
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考えれば、CBRN 防衛は国際協力における新たな手段でもあり、かつ
それ自体が達成すべき目標にもなりうるツールだと見なすこともできよ
う。
　CBRN 脅威自体、今日の国際社会で多くの国々が潜在的に抱えてい
るものであり、また事態の推移如何によっては、CBRN 被害が国境を
越えて他国に影響を及ぼす可能性もゼロではない。しかし、CBRN 防
衛は基本的に国内ガバナンスの領域でもあり、さまざまな部門の関係機
関間での調整と協調が前提となる。組織文化はもとより、CBRN 事態
対処のための標準的な対処手順や装備品の相互運用性、共通言語の有無
など、平時から調整すべき課題は数多い。これが 2 国間・多国間協力と
なると、実効性ある CBRN 防衛のための協力実現に向けて、調整が必
要な課題はさらに増えることとなる。
　日本は CBRN を構成する要素の多くについて、過去に国内での事態
発生を経験し、これに対処してきた実績がある。今後、2 国間・多国間
協力として CBRN 事態対応のベストプラクティスを検討していく際
に、こうした日本の実績や知見が重要な貢献につながる可能性は高いの
ではないだろうか。
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